
清水建設が2025年8月1日に発表した保有特許200件超の社外開放は、日本の建設業界において極め
て異例かつ画期的な取り組みであり、業界全体のイノベーション促進と生産性向上に向けた戦略的な
一歩として注目されている 。この取り組みは単なる特許開放を超えて、建設産業全体の持続的
発展と技術相互利用の促進を目指す包括的な戦略として位置づけられる。

日本建設業界の特許資産規模ランキング2024 - 清水建設は4位に位置

清水建設は現在2,000件を超える特許を保有しており、今回開放した200件超は全体の約10%に相当
する 。同社は今後段階的に開放対象を拡大し、最終的には保有特許の約半数にあたる1,000件近
くの特許を開放する計画を示している 。この段階的アプローチは、業界への影響を測定しながら慎
重に進めることで、効果的な技術移転と業界全体の適応を促進する戦略的判断として評価される。

清水建設の特許開放戦略：建設産業全体の技術底上げ
に向けた革新的取り組みの深掘り分析
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清水建設の特許開放戦略の全体像

開放規模と段階的拡大計画
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清水建設の特許開放戦略 - 最終的に約半数（1000件）の特許を開放予定

開放対象の特許技術は、8月1日から清水建設のコーポレートサイト上で体系的に公開されている
。特に注目すべきは、想定されるライセンシーの事業形態別に分類し、各特許項目や実施許諾条

件（年間実施料）を明示している点である 。この透明性の高いアプローチは、利用を検討する企業
にとって極めて有用であり、特許の活用促進に大きく寄与すると期待される。

今回開放された特許には、実用性の高い建設技術が多数含まれている。代表的なものとして、OAフ
ロアの床面から室内へ給気する「オフィス向け床吹き出し空調」技術（年間実施料50万円）や、敷地
に余裕がない現場でも床版や天井の地組・搬出を可能にする「フロアーユニット先組み・揚重装置」
（同50万円）などが挙げられる 。これらの技術は、建設現場の生産性向上と効率化に直接的に貢
献する実践的な内容となっている。

建設業界では従来、受注競争戦略の一環として各社が独自に建設技術の開発に取り組み、開発成果を
競い合ってきた 。この結果、同種の技術開発に各社が重複して投資を行うことになり、建設産
業全体の生産性という面で非効率な状況に陥っている 。国土交通省の調査によると、建設業の付加
価値労働生産性は2003年から横ばい状態が続いており、製造業や全産業の成長に比べて大きく遅れ
をとっている 。

コーポレートサイトでの体系的公開
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具体的な開放特許技術の内容
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建設業界における特許戦略の背景と課題

業界特有の技術開発構造の非効率性
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建設業界は現在、深刻な人手不足に直面している。国土交通省のデータによると、建設業就業者は平
成9年の685万人から令和4年には479万人まで減少し、55歳以上が占める割合は全産業の31.5%に対
し建設業では35.9%と高齢化が顕著である 。この人材不足は、一人当たりの業務負担増加と長
時間労働の常態化を招き、更なる離職者増加という悪循環を生み出している 。

建設業界では各社が類似の技術開発に重複投資を行っており、限られた開発リソースが効率的に活用
されていない状況がある 。清水建設の藥師寺圭知的財産部長は「建設業界では今までは他社の
技術を使うことに積極的に取り組んでいなかった」と述べ、技術相互利用の重要性を強調している
。

特許技術の相互利用が広がることで、不必要な技術開発投資を抑制でき、その分、限られた開発リソ
ースを業界全体でより有効に活用することが可能になる 。工業所有権情報・研修館（INPIT）の
田村佳孝知財戦略部長は「独占されている特許技術が業界内で開放されることで、業界他社は特許を
回避するための技術開発を抑制することができ、特許技術の普及による業界全体の技術力の向上や特
許技術を基にした新たな技術の創出など、業界全体の発展も期待される」と評価している 。

開放特許は、技術開発力に制約のある中小建設企業にとって特に重要な意味を持つ。国土交通省の調
査によると、中小建設企業は独自技術の開発に苦戦しており、大手企業の特許技術を活用することで
競争力を向上させる機会が提供される 。特に工法特許の許諾と、施工に必要な建材・機材の組み
合わせによるビジネスモデルが効果的であることが示されている 。

建設業界では現在、BIM/CIM、IoT、AI、ドローンなどのデジタル技術を活用した建設DXが推進され
ている 。清水建設が保有するデジタル関連特許の開放は、業界全体のDX推進を加速させる効
果が期待される。国土交通省のi-Construction政策により、公共工事におけるICT施工の採用率は
2016年の1.6%から2022年には78.2%まで急速に拡大しており 、この流れを民間工事にも波及さ
せる効果が期待される。

国際的には、IBM（2005年）、Google（2013�2014年）、ダイキン工業（2019年）など、大手企業
による特許開放が進んでいる 。特にソフトウェア分野では、他社の注目度の高い特許が開放され
ており、実際に開放後に引用される件数が伸びることが実証されている 。環境分野では、2008年
のEcoPatentコモンズのように、環境関連技術の特許プールが形成されている 。

深刻な人手不足と高齢化の進行
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技術開発投資の重複とリソースの分散
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特許開放がもたらすイノベーション効果

重複投資の抑制と開発効率の向上
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中小建設企業への技術移転促進
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建設DXの加速とデジタル技術の普及
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国際的なオープンイノベーション動向との比較

海外におけるオープンイノベーション事例
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日本政府は「日本オープンイノベーション大賞」の創設や「内閣府オープンイノベーションチャレン
ジ」の推進など、オープンイノベーションを国家戦略として位置づけている 。経済産業省も産
学連携からベンチャー企業との協業へと政策の重点を移しており 、清水建設の取り組みはこうし
た政策方向性と合致している。

清水建設の取り組みは、建設業界において200件超の特許を一挙に開放し、その情報を自社サイト上
で体系的に公開する極めて異例な試みである 。これは事実上の特許プールの構築と言え、他の建設
会社も追随することで業界全体の特許プールが形成される可能性がある。特許プールは、標準化され
た技術の普及と実施料の合理化に大きく寄与することが知られている 。

清水建設は年間実施料を50万円程度の低額に設定しており 、これは技術の普及促進を重視した戦
略的価格設定と評価される。同時に、無断使用に対しては許諾条件記載金額の10倍を請求する方針を
示すことで 、適切なライセンス契約の締結を促している。

清水建設は特許許諾までの流れを「許諾申し込み→許諾条件の確認と合意→実施許諾契約の締結→許
諾料の支払い→ライセンシーによる実施」として明確化している 。この体系的なプロセスは、利
用企業の不安を軽減し、特許活用を促進する効果が期待される。

建設業界の付加価値労働生産性の低さは長年の課題となっており 、特許技術の共有化による効
率向上は根本的な解決策の一つとして期待される。人手不足が深刻化する中で 、既存技術の有
効活用により少ない人員でより高い生産性を実現することが急務となっている。

特許開放により業界内で共通の技術が使用されることで、技術の標準化が促進される可能性がある。
これは、部材の互換性向上、施工効率の改善、品質の均一化などの効果をもたらし、建設業界全体の
生産性向上に寄与すると期待される 。

熟練技術者の高齢化が進む中で 、若手技術者への技術継承は重要な課題となっている。特許技
術の開放により、若手技術者が多様な技術にアクセスできる環境が整備され、技術習得の加速化が期
待される 。

日本のオープンイノベーション政策
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特許プールとライセンシング戦略

建設業界初の大規模特許プール構想
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ライセンス料設定の戦略性
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段階的な契約プロセスの整備
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建設業界の生産性向上への波及効果

付加価値労働生産性の向上可能性
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技術標準化の促進
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若手技術者の技術習得支援
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清水建設の取り組みが成功すれば、鹿島建設、大成建設、大林組、竹中工務店など他の大手ゼネコン
も同様の特許開放を検討する可能性が高い 。これにより建設業界全体での技術共有エコシステ
ムが形成され、業界の競争構造に大きな変化をもたらすことが予想される。

特許開放の拡大に伴い、知的財産権の戦略的管理がより重要になる。どの特許を開放し、どの特許を
クローズドにするかの判断、ライセンス条件の最適化、契約管理の効率化など、高度な知財戦略が求
められる 。

日本の建設会社の海外展開において、特許技術の開放は現地企業との技術提携や合弁事業の促進につ
ながる可能性がある。特に新興国市場では、技術移転を通じた市場参入戦略が有効であり 、開放
特許がその基盤となることが期待される。

清水建設の特許開放戦略は、建設業界の構造的課題である技術開発の重複投資、人手不足、生産性の
低迷に対する革新的な解決策として高く評価される。この取り組みは単なるCSR活動ではなく、業界
全体の持続的発展を通じて自社の競争力向上を図る戦略的な判断である。

特に注目すべきは、段階的拡大計画、透明性の高い公開方式、適切なライセンス料設定など、実効性
を重視した制度設計である。これらの要素により、特許技術の実際の活用が促進され、業界全体のイ
ノベーション創出につながることが期待される。

今後、他の大手建設会社の追随、中小企業による積極的な活用、国際的な技術移転の促進など、この
取り組みの波及効果が建設業界全体の変革を促進することが予想される。建設業界における「共創と
競争」の新たなモデルとして、清水建設の特許開放戦略は日本の産業競争力強化に向けた重要な一歩
として位置づけられる。
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今後の展望と課題

他社の追随と業界全体への波及
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知的財産権管理の高度化
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国際展開への影響
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